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Ⅰ．2022年 9月期決算の概要 

１．経営環境 

2022年 9月期におけるわが国の経済は、原材料やエネルギーなどの価格が高騰する

なか、輸出は横ばいとなりましたが、ウィズコロナに向けた各種政策効果もあり、個

人消費は回復の動きがみられるほか、設備投資や生産にも同様の動きがみられ、住宅

建設や公共投資は底堅く推移するなど、全体としては緩やかに持ち直しつつあります。 

当行の主要営業基盤である高知県の経済は、設備投資や住宅投資は徐々に回復しつ

つあり、生産は一部に弱めの動きがみられるものの全体では底堅く推移しました。個

人消費にも同様の動きがみられ、雇用・所得環境も改善傾向にあるなど、全体では緩

やかな持ち直しの動きがみられました。 

 

２．決算の概要（2022年 9月期：単体） 

(1)資産・負債の状況 

2022年 9月期末の貸出金残高は、地域に密着した営業活動を展開し、中小規模事

業者等向けは増加しましたが、大企業向けの貸出金残高が減少したことなどから、

前年同期比 26億円減少して 7,417億円となりました。なお、貸出金残高は、部分直

接償却 31億円を控除後の金額です。預金等残高は、前年同期比 197億円減少して 1

兆 101億円となりました。 

純資産は、利益剰余金が増加しましたがその他有価証券評価差額金が減少したこ

となどから、前年同期比 73億円減少して 650億円となりました。 

 

〔「資産・負債の状況（単体ベース）」（表 1）〕               （単位：億円） 

 2022/9期 2021/9期 

実績 

2022/3期 

実績 実績 2021/9期比 2022/3期比 

資産 11,851 △279 △157 12,130 12,008 

 うち貸出金 7,417 △26 △121 7,443 7,538 

うち有価証券 3,103 116 68 2,987 3,035 

負債 11,201 △206 △116 11,407 11,317 

 
うち預金等 10,101 △197 △124 10,298 10,225 

うち借用金 986 △1 0 987 986 

純資産 650 △73 △41 723 691 

 

(2)損益の状況 

損益の前年同期比の状況は、以下のとおりとなりました。 

業務粗利益は、資金利益が 68 百万円、役務取引等利益が 12 百万円、その他業務

利益が 2億 21百万円それぞれ減少したことから、3億 3百万円減少して 67億 70百

万円となりました。 

経費は、物件費が 38百万円、人件費が 21百万円減少したことなどから、61百万

円減少して 54億 60百万円となりました。 

以上により、業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は 2億 42 百万円減少して 13 億
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9 百万円となりました。銀行の本来業務の利益を表す、国債等債券関係損益を除い

たコア業務純益は 1億 75百万円減少して 13億 2百万円となりました。 

臨時損益は、不良債権処理額が減少し償却債権取立益が増加したことなどから 4

億 40百万円増加して 1億 82百万円の利益となりました。 

これらの結果、経常利益は 1億 57百万円減少して 12億 88百万円となり、固定資

産売却等による特別損益や法人税等を計上後の当期純利益は 5 億 28 百万円減少し

て 7億 58百万円となりました。 

なお、実質与信費用は、不良債権処理額が 2億 33百万円減少したことなどから 1

億 31百万円減少して 1億 24百万円となりました。 

〔「損益の状況（単体ベース）」（表 2）〕        （単位：百万円） （※ 参 考） 

 2022/9期 2021/9期 
実績 

 2022/3期 
実績 実績 2021/9期比 

業務粗利益 6,770 △303 7,073 14,117 

 資金利益 6,687 △68 6,755 13,315 

役務取引等利益 244 △12 256 687 

その他業務利益 △161 △221 60 115 

（うち国債等債券関係損益） 7 △67 74 162 

経費 5,460 △61 5,521 11,046 

 うち人件費 2,928 △21 2,949 5,846 

うち物件費 2,113 △38 2,151 4,405 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 1,309 △242 1,551 3,071 

一般貸倒引当金繰入額 203 354 △151 140 

業務純益 1,106 △597 1,703 2,930 

コア業務純益 1,302 △175 1,477 2,908 

コア業務純益(除く投資信託解約損益) 1,248 △110 1,358 2,789 

臨時損益 182 440 △258 △880 

 うち償却債権取立益 292 253 39 102 

うち不良債権処理額 213 △233 446 1,037 

うち株式等関係損益 74 △8 82 △59 

経常利益 1,288 △157 1,445 2,050 

特別損益 △7 △76 69 64 

税引前当期純利益 1,281 △234 1,515 2,115 

法人税、住民税及び事業税 339 208 131 355 

法人税等調整額 183 87 96 225 

当期純利益 758 △528 1,286 1,534 

実質与信費用 124 △131 255 1,075 

 

(3)自己資本比率の状況 

自己資本比率（国内基準）は、前年同期比 0.05 ポイント低下して 9.70％となり

ました。 
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(4)不良債権の状況 

本部と営業店が一体となり、お取引先の経営改善支援を通じたランクアップと、

ランクダウンの防止に取り組んだ結果、金融再生法開示債権額は前年同期比 30億円

減少して 307億円となり、金融再生法開示債権比率は、前年同期比 0.38ポイント低

下して 4.05％となりました。 

 

〔「金融再生法開示債権の状況（単体ベース）」(表 3)〕           （単位：億円、％） 

 2022/9期 2021/9期 

実績 

2022/3期 

実績 実績 2021/9期比 2022/3期比 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 43 △2 2 46 41 

危険債権 249 0 △6 249 256 

要管理債権 13 △29 △6 43 20 

合計（Ａ） 307 △30 △11 338 319 

正常債権 7,283 △8 △113 7,292 7,397 

総与信（Ｂ） 7,591 △39 △125 7,630 7,716 

金融再生法開示債権比率（A）/（B） 4.05 △0.38 △0.08 4.43 4.13 

 

Ⅱ．経営の改善に係る数値目標の実績 

１．コア業務純益 

地域に密着した営業活動を展開し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業

者の資金繰り支援や成長分野に向けた融資の推進など、中小規模事業者等を中心とし

た事業資金の需要等に積極的にお応えするべく取り組んでまいりましたが、貸出金平

残は計画を 59億 54百万円（前年同期比 65億 95百万円減少）下回りました。さらに、

市場金利の低下が続いたことなどにより、貸出金利回りが計画を 0.028ポイント（前

年同期比 0.021ポイント低下）下回ったことから、貸出金利息収入は計画を 1億 40百

万円（前年同期比 1億 19百万円減少）下回りました。 

預金平残（譲渡性預金含む）は計画を 303億 79百万円（前年同期比 285億 18百万

円減少）下回りましたが、預金利回りが計画を 0.009ポイント（前年同期比 0.006ポ

イント低下）上回ったことから、預金利息は計画を 47百万円（前年同期比 32百万円

減少）上回りました。一方、有価証券利息配当金収入が計画を 1億 70百万円（前年同

期比 9百万円増加）上回ったことなどから、資金利益は計画を 42百万円（前年同期比

68百万円減少）上回りました。 

コロナ禍においてお客さまとの面談活動が十分ではなかったことに加え、ロシア・

ウクライナ問題の影響等により投資マインドが低下したことなどから投資信託販売

額が減少し、役務取引等利益は計画を 65百万円（前年同期比 12百万円減少）下回り

ました。また経費は、人員の新陳代謝等により人件費が計画を 69百万円（前年同期比

21百万円減少）、継続した経費の削減等から物件費が計画を 1億 93百万円（前年同期

比 38百万円減少）、税金が計画を 10百万円（前年同期と同水準）それぞれ下回ったこ

とから、計画を 2億 73百万円（前年同期比 61百万円減少）下回りました。これらの

結果、コア業務純益は計画を 1 億 6 百万円（前年同期比 1 億 75 百万円減少）上回り



4 

 

ました。 

 

〔コア業務純益の改善額（表 4）〕                     （単位：百万円） 

 
計画 
始期 

2021/9 
期実績 

2022/3 
期実績 

2022/9期 2023/3 
期計画 

2024/3 
期計画 計画 実績 計画比 始期比 

コア業務純益 2,632 1,477 2,908 1,196 1,302 106 △28 2,390 2,664 

* コア業務純益（業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益） 

* 2022年 9月期の始期比については、2022年 9月期の実績を 2倍して比較しています。 

 

２．業務粗利益経費率 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者の資金繰り支援への積極的な取

り組みや成長分野に向けた融資の推進等に努めたものの、貸出金平残は計画を下回り

ました。貸出金利回りも計画を下回りましたが、資金利益は計画を 42百万円（前年同

期比 68百万円減少）上回りました。また、コロナ禍においてお客さまとの面談活動が

十分ではなかったこと等により投資信託販売額が減少し、役務取引等利益は計画を 65

百万円（前年同期比 12百万円減少）、その他業務利益は計画を 1億 36百万円（前年同

期比 2 億 21 百万円減少）、業務粗利益は計画を 1 億 60 百万円（前年同期比 3 億 3 百

万円減少）それぞれ下回りました。また、人員の新陳代謝等により人件費が計画を 69

百万円（前年同期比 21百万円減少）、経費削減運動の継続実施などから機械化関連費

用を除く物件費が計画を 1 億 55 百万円（前年同期比 54 百万円減少）、税金が計画を

10百万円（前年同期と同水準）いずれも下回り、機械化関連費用を除く経費は計画を

2億 35百万円（前年同期比 77百万円減少）下回りました。 

これらの結果、業務粗利益経費率は 69.64％となりました。計画を 1.79 ポイント、

始期を 5.15ポイントそれぞれ下回り、計画を達成することができました。 

 

〔業務粗利益経費率の改善幅（表 5）〕                   （単位：百万円、％） 

 
計画 
始期 

2021/9 
期実績 

2022/3 
期実績 

2022/9期 2023/3 
期計画 

2024/3 
期計画 計画 実績 計画比 始期比 

経費（機械化 

関連費用除く） 
9,737 4,792 9,515 4,950 4,715 △235 △307 9,837 9,753 

業務粗利益 13,019 7,073 14,117 6,930 6,770 △160 521 13,898 13,927 

業務粗利益 
経費率 

74.79 67.75 67.40 71.43 69.64 △1.79 △5.15 70.78 70.02 

* 業務粗利益経費率（（経費－機械化関連費用）／業務粗利益） 
* 機械化関連費用は、基幹系システム・事務用機器等の減価償却費、機械賃借料、機械保守費等を
計上しています。 

* 2022年 9月期の始期比については、2022年 9月期の実績を 2倍して比較しています。 
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Ⅲ．経営の改善の目標を達成するための方策の進捗状況 

１．営業戦略 

(1)本業サポートの強化 

①地域のニーズへの対応および発掘 

当行は、主要営業基盤である高知県内においてブロック・エリアの構成のもと

各店舗が連携し、地場産業の発展に貢献するとともに、お客さまのさまざまなニ

ーズにきめ細かく対応していくことを目指しております。 

進展する少子高齢化により事業の後継者問題や中核人財ニーズが一層高まって

いるなか、自行完結型のＭ＆Ａ体制を整備し、一般社団法人ビジネスサポートこ

うち（以下「ＢＳＫ」）などとの連携や、さまざまな課題解決のサポートを行って

おります。2021年度下期には急速に関心が高まっている「消費税インボイス制度」

をテーマとした「インボイス対策セミナー」をＢＳＫと連携して 2 回開催したほ

か、2022年度上期においては、2024年 1月に完全義務化となる「改正電子帳簿保

存法」をテーマにしたセミナーを開催し、計 122 名の事業関係者さまにご参加い

ただきました。また、事業承継をテーマとした「会社のバトンタッチセミナーⅡ」

を開催し、32名の事業関係者さまにご参加いただきました。 

高知県の豊かな自然を活かした一次産業に対しては、農林水産支援室が営業店

と連携しサポートを行っております。一次産業は、業態が多様であることに加え

それぞれ特有の事業性を持っていることから、農・林・水産業の各アドバイザー

資格を保有する行員がお取引先の事業に実際に触れるなど、より深く分析を行う

ことで経営課題を共有するスキームとしております。2022年度上期における一次

産業を対象とした農林水産応援投融資の実行は、18件・2億 94百万円となりまし

た。また、2022年 12月には当行が 100％出資する子会社「株式会社地域商社こう

ち」を設立いたしました。これからも、地域の優れた食材や技術等を人的な交流

とともにつなぐ活動や、外商の支援等を通じて、地場産業の発展に貢献してまい

りたいと考えております。 

このほか、ポストコロナ対応を下支えするため、金融機関連携プラットフォー

ム「Kochi Big Advance」（以下「ＫＢＡ」）を通じたビジネスマッチングなどの販

路拡大サポートのほか、高知県の補助金やセミナー情報の提供などに取り組んで

おります。当行ではさらに、地域社会のサステナビリティ実現に資する当行独自

のＳＤＧｓ応援私募債を受託しております。2022 年度上期は 8 件・5 億円を引受

けし、この引受手数料の一部は、学校など地域社会を担う重要な公共施設等に寄

贈しております。また、2022年 4月には法人のお客さまのＳＤＧｓ達成に向けた

取り組みをサポートする「こうぎんＳＤＧｓ経営支援サービス」の取扱いを開始

し、2022 年度上期は 26 先に「ＳＤＧｓ宣言書」の策定サポートを行っておりま

す。 

引き続き、各営業エリアの環境や産業構造に応じた地域密着型の営業活動を展

開していくとともに、サービスの付加価値向上に努めてまいります。 
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②現場力のさらなる向上 

本計画では、基本方針に「生産性の向上」を掲げて戦略を立案しております。

2022年度上期も事業性対話やソリューション収集活動の活性化を図るため、昨年

度までに続いて 5 回目のインターバル活動を実施し、事業性対話の質と個々のス

キル向上にもつなげております。 

また、ブロック・エリアの各店舗間の一体感を高め、情報の非対称性を解消し

て活動レベルを向上させるため、2021年 9月より各エリアに、高度な専門知識を

もち高い営業力を発揮する本部職員をビジネスアドバイザー（以下「ＢＡ」）とし

て配置しております。ＢＡは営業店と連携のうえ“face to face”のきめ細かな

活動を展開し、取引先の課題解決に向けたサポートを中心とした活動を継続して

おります。具体的な活動内容につきましては、事業性対話により経営課題が抽出

されたお取引先に営業店職員と帯同し、さらなる課題の深掘りとソリューション

の提案・実行に注力しております。引き続き、高知県産業振興計画に基づく産業

の育成や、地域アクションプランの実現に貢献していくため、専門性が高い案件

に的確に対応するとともに、地域内の商流をつなぐサポート活動を通じて、地域

の活性化に貢献してまいります。 

 

※ＢＡとは、より営業現場に近い場所を活動拠点とし、高度な専門知識や高い営

業力を発揮する本部職員です。営業店と連携することで、事業性評価に基づく課

題解決型ソリューション活動の伴走支援や営業店職員へのＯＪＴ効果により、総

合的な営業力強化を目的に配置しております。 

 

③後方支援体制の強化 

本計画では、これまでの「付加価値提供のプラットフォーム」による営業店支

援体制に加えて、ライフステージやソリューション提供の実績、財務情報などを

個社別にデータベース化した当行独自の「本業支援管理システム」を導入し、事

業先の経営課題をより的確に捉える施策を本部が立案することとしております。

これまで事業先の課題解決に向けた当行の活動プロセスにＫＰＩを設けモニタリ

ングすることで、活動の深度や効果の検証を行ってまいりましたが、最終的な課

題解決の取り組みをさらに強化する必要があると認識し、2022年度より『課題解

決策の合意』数にもＫＰＩ値を設定して一連の流れを磨き上げることといたしま

した。集計については、お取引先の明確な意思を確認できる同意書等（提携マッ

チング・求人情報シート・ＳＤＧｓ経営支援サービス・Ｍ＆Ａニーズ登録・ＫＢＡ

申請）の件数をカウントしております。これに伴い、ソリューション活動の入口

となる「事業性に関する対話」については実績のみを計測することとし、課題解

決に向けたプロセスをこれまでより重視したものとしております。 
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〔プロセスＫＰＩの推移（表 6）〕                     （単位：先） 

プロセスＫＰＩ 

2021/9期 2022/3期 プロセスＫＰＩ 
（2022/4策定） 

2022/9期 

実績【参考】 実績【参考】 実績 達成率 

事業性に関する対話 3,193 4,079    － 3,473 － 

事業性評価＋課題共有 690 574 600先以上 396 66% 

課題解決策の立案 467 353 400先以上 321 80% 

課題解決策の提案 432 388 400先以上 279 70% 

課題解決の合意 － － 400先以上 333 83% 

 

「情報分析→施策立案→活動→効果測定」といった一連の活動を数カ月単位で

区切り、次回の活動での改善を目指した「インターバル活動」をこれまで 5 回実

施してまいりました。これまでの活動の結果、より深度ある活動を今後増加させ

ることが課題であると認識しております。「課題解決型ソリューションの具現化」

に向けてＢＡと営業店のさらなる連携強化を図り、課題解決策の合意に至るまで

の活動をブラッシュアップして実効性を高めていくとともに、こうした活動を通

じて営業店職員のスキルアップにもつなげてまいります。 

 

※本業支援管理システムとは、個社別にライフステージやソリューション提供の

実績、財務情報などをデータベース化した当行独自のシステムで、時系列のヒー

トマップとして使用するほか、任意の条件設定によるクロス分析に活用しており

ます。 

 

(2)暮らしサポートの強化 

①地域の皆さまとのリレーションの深化 

少子高齢化の進展や新型コロナウイルス感染症の流行の長期化などから、お客

さまのライフスタイルや価値観は変容、刷新されてきております。当行におきま

しても、地域のお客さまが安心して豊かに暮らしていただけるよう、これまで以

上に有益な情報や商品・サービスをタイムリーに提供していくことが重要である

と認識しております。 

こうした認識のもと、Ｗｅｂ受付を主体とする小口資金需要への対応商品とし

て2022年5月に「こうぎんスモールローン ＜愛称＞ ｍｏｖｅ」の取扱いを開始

いたしました。また、2022年6月には当行ホームページからの個人ローン申込用

Ｗｅｂページについて、操作手順の簡素化によるお客さまのユーザビリティ向上

や複数の保証会社の審査導入により今まで以上にお客さまのニーズに柔軟にお応

えできるようリニューアルを行っております。また、リニューアルに合わせて、

当行の申込サイトをより多くのお客さまに認識していただくようにＷｅｂ広告や

テレビＣＭなども積極的に実施しております。 

さらに、ライフステージに対応した当行のローン商品をより多くの方にアウト

バウンドコールにてご案内するため、ローンセンター内に設置しているダイレク

トセンターから、お客さまのニーズを想定したおまとめローンや目的型ローンの
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提案、キャンペーン商品の積極的な提供活動などを継続しております。 

このほか、こうぎんローンセンターでは平日に面談の難しいお客さまとの接点

を広げていくために休日の営業時間を設け、住宅ローンや住宅金融支援機構およ

び各種ローンの相談や受付を行っております。 

こうした取り組みの一方で、2022 年度上期におきましては、7 月以降の新型コ

ロナウイルス第 7 波による感染拡大もあり、個人消費マインドの落ち込みや行動

自粛、および渉外行員の外訪活動の制約などからお客さまとの面談件数が減少し

たことにより、消費者ローン残高は 2022 年 3 月末比 4 億 78 百万円減少して 232

億円となりましたが、マンションや新築戸建住宅、中古住宅の販売が堅調に推移

したことから住宅ローン残高は 90百万円増加して 905億円となり、貸出金残高に

占める個人ローン全体の割合は 15.3％となりました。 

引き続き、個人顧客セグメンテーション別の営業戦略に基づくマーケット分析

やライフステージ別の分析などからニーズが高いと考えられるお客さまへのタイ

ムリーな提案活動に取り組み、幅広い層のお客さまとの取引拡充を図ってまいり

ます。 

 

②“ｆａｃｅ ｔｏ ｆａｃｅ”営業態勢のさらなる向上 

お客さまの多様なニーズに的確に対応していくにあたっては、金融機関として

の幅広い知見をもってお客さまに寄り添いながら、ライフステージにおける課題

について共に考え、お客さまの視点に立ったアドバイスを行う“face to face”

によるコンサルティングの重要性がますます高まっております。 

こうした認識のもと 2021年 9月には、パーソナルサポート部所属のパーソナル

アドバイザー（以下「ＰＡ」）6名を、高知市内 7ブロックに配置し、2022年 4月

からは 1名増員して 7名態勢としました。ＰＡは営業店のマネーアドバイザー（リ

テール専門の営業担当者）と連携してお客さまとの深度ある対話を重視しながら、

潜在的なニーズを掘り起こすコンサルティング活動を推進しております。こうし

た活動は、顧客基盤の拡充と営業店職員の育成につながっております。 

また、「のこす・ふやす・つなぐのお手伝い」をコンセプトとしたコンサルティ

ング拠点「こうぎん相続＆暮らしのサポートプラザ」におきましては、営業店か

らの相続に関するニーズの吸い上げとトスアップにより、相続定期預金・投資信

託・生命保険活用など、相続に関連した各種提案を幅広く実施しております。 

さらに、「つかう・ふやす・そなえるのお手伝い」をコンセプトとした「こうぎ

ん久万川橋プラザ」では年金相談窓口を設置して、さまざまな年金に関するご相

談にお応えするとともに、年金相談会も毎月開催しております。また、幅広い年

代層のお客さまのライフステージに合わせたマネープランの情報提供を目的とし

た「若手社会人セミナー」「お勤め世代セミナー」「セカンドライフセミナー」「リ

バースモーゲージローンセミナー」などを定期的に開催しております。 

このほか、当行では各種イベントを開催し、お客さまの金融リテラシー向上や

リレーションの強化を図っております。当行初のカフェ併設店舗である南支店で

は、「投資信託セミナー」や、成年年齢引下げをテーマとした「学生のための金融
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経済セミナー」を開催いたしました。さらに地域の学校等にお伺いして「金融教

室」も開催しております。 

こうした取り組みにより、2022年上期の投資信託先数は 2022年 3月末比 399先

増加して 12,414先となりましたが、一方で不安定なマーケット環境の影響もあり、

投資信託残高は 17 億円減少して 336 億円となりました。2022 年 7 月には世界的

に注目の集まる脱炭素やメタバース関連銘柄などの投資信託 3 商品を追加しライ

ンナップを充実させるなど、引き続き取引先数および残高の増加に取り組んでお

ります。また、幅広い年齢層のお客さまの資産運用ニーズにお応えすることを目

的に、キャンペーン「こうぎんでレッツ・ビギン！！」を 2022年 7月から 6カ月

間実施しております。 

引き続き地域のお客さまの豊かな未来につながるライフプランをサポートする

ため“face to face”の営業態勢の向上に努めてまいります。 

 

③非対面取引の拡充 

ご来店や訪問等による対面でのお取引が難しいお客さまにも当行の商品やサー

ビスをご利用いただけるよう、非対面チャネルの拡充を進めております。 

個人ローン申込用Ｗｅｂページでは、お申し込みからお借入れまでをＷｅｂ上

で完結できる商品を取扱っております。2022年 6月には、これまで郵送主体であ

った本人確認業務を「ｅＫＹＣ本人確認サービス」によって電子化し、お申し込

み手続きに掛かる時間を３営業日ほど短縮しました。同時にＷｅｂフォーム（申

込画面）もリニューアルし、利用しやすさの改善を図っております。 

キャッシュレスサービスにおいては「J-Coin Pay」「PayPay」「au PAY」等のチ

ャージサービスを取扱っており、ＩＶＲ（Interactive Voice Response）認証や

ローソン銀行ＡＴＭにより本人確認機能を強化したうえで、モニタリング態勢も

整備しております。 

また、「楽天 Edy」の高機能 Edyチャージ機を設置したスーパー等の小売店にお

いて、当行口座から直接チャージ（入金）できるサービスを 2022年 7月より開始

しております。 

スマートフォンアプリでは、口座開設や住所変更、口座の入出金明細の照会・

通知などのサービスをご利用いただけるほか、さらなる機能の拡張に向けた検討

も進めております。 

経営支援プラットフォーム「ＫＢＡ（Kochi Big Advance）」では、事業者さま

向けにビジネスマッチング機能、社内のコミュニケーションツール機能、企業ホ

ームページ作成機能などをご提供しております。さらに、当行から事業者さまを

通じて従業員の皆さまにも商品等のご案内をお届けしております。 

今後は、各チャネルまでの導線の一つとして、ＳＮＳ等の活用を新たに検討し

ていくとともに、Ｗｅｂページやアプリの機能をより一層拡充してまいります。

すぐそこにある「こうぎん」として、「地域のお客さまが安心して豊かに暮らせる

社会づくり」に貢献してまいります。 
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(3)有価証券運用の強化 

世界的にインフレが進行するなか、各国の中央銀行は政策金利の引上げによる積

極的な金融引き締めを行っており、国内は日銀による大規模な金融緩和が継続して

います。金融市場は、海外金利の上昇や株価の下落、ドル円相場は大幅な円安に振

れるなど、大きな変動が生じました。 

こうしたなか、有価証券運用は収益基盤の柱の一つと位置付けて、過年度の運用

状況や、国内外の金融政策および経済動向の今後の見通しを勘案し、有価証券運用

方針を策定したうえで、目標予算を設定して取り組んでおります。 

有価証券ポートフォリオについては、経営体力を踏まえて、リスクアセットと収

益性のバランス、リスク分散を意識し、総合収益の向上を目標とする方針としてお

ります。また、今期のリスクアペタイトとして、「許容するリスク」にリスクリター

ンを勘案した債券投資、「抑制するリスク」に金利リスクや流動性リスクなどを掲げ

ております。 

上記方針のもと、適正なリスク管理を行いつつ、安定的な収益の確保に向けた運

用に取り組み、2022 年 9 月期の有価証券残高は前年同期比 116 億円増加して 3,103

億円となり、有価証券評価損益は海外金利上昇の影響などで、前年同期比 110 億円

減少して 6億円の評価損となりました。 

 

(4)適切な経営資源の配賦 

本計画では、デジタル化等を活用した顧客利便性の向上や、抜本的な業務効率化

の施策として必要なシステム関連投資は行いながら、ＢＰＲによる各種の経営効率

化施策を併行し、物件費の厳正な管理を実施することとしております。 

2022年 9月期の物件費は、全行的な経費削減運動の継続により削減意識が浸透し

てきたことに加え、預金保険料率が引き下げられ保険料負担が減少したことなどか

ら、計画を 1億 93百万円下回りました。 

今後も、ＢＰＲによる業務効率化ならびに物件費の一層の削減を図る一方で、顧

客利便性の向上のために必要なデジタル化等の投資は着実に実行し、適切な経営資

源の配賦に努めてまいります。 

 

〔物件費の推移見込み（表 7）〕                      （単位：百万円） 

 
2021/3 

期実績 

2021/9 

期実績 

2022/3 

期実績 

2022/9期 2023/3 

期計画 

2024/3 

期計画 計画 実績 計画比 

物件費 4,393 2,151 4,405 2,306 2,113 △193 4,613 4,522 

（うち機械化 
関連費用） 

1,528 728 1,531 783 745 △38 1,570 1,510 

機械化関連費 
用除く物件費 

2,865 1,422 2,874 1,522 1,367 △155 3,043 3,012 

* 機械化関連費用は、基幹系システム、事務用機器等の減価償却費、機械賃借料、機械保守料等を計上
しております。 
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２．経営基盤戦略 

(1)デジタル化等を活用した業務の改革および組織最適化 

①営業力強化に向けた事務省力化およびリソースの最適配置 

お客さまとの深度ある対話とそれに基づく最適なソリューション提供などの実

現を通して“face to face”の営業態勢を強化するためには、営業店事務の省力

化をさらに進め、生み出された時間を営業活動へ振り向けるとともに、リソース

の配置を最適化することが重要であると認識しております。 

こうした認識のもと、業務のＢＰＲに加えデジタル化の推進や営業店事務の本

部集中化等による抜本的な効率化に取り組んでおります。 

デジタル技術の活用につきましては、営業担当者に配備したモバイルＰＣを活

用する業務を増やし、受付に時間を要する口座開設の電子化や受取証を電子化す

るなど、ペーパレス化を進めて業務の効率化を図っております。引き続き、業務

のペーパレス化を拡大させるとともに、ＲＰＡ（Robotic Process Automation）

の活用を段階的に進めるなど、本部業務のＢＰＲについても進めてまいります。 

また、各店舗における共通事務である融資実行事務の本部集中化に取り組んで

おり、2021 年 12 月から全店稼働させておりますが、2022 年度上期には本部での

実行率をさらに高めることに取り組み、営業店においてお客さまと向き合う時間

の増加を図っております。既に導入している融資契約書の自動出力と、証書管理

センターにおける債権証書保管業務を合わせた融資業務の一連の流れが整備され、

融資実行事務の本部集中化がさらに進むことで、営業店の負担軽減効果は相乗的

に高まっていくと予想しております。今後も、デジタル技術の活用や営業店にお

ける共通事務を本部集中化する取り組みを継続して業務の効率化を進めてまいり

ます。 

このほか、2022年 1月に新設しましたデジタル営業部では、部内にＤＸ（デジ

タルトランスフォーメーション）戦略室を設置しており、ｅＫＹＣを活用したＷ

ｅｂ完結ローンの取扱開始等、非対面チャネルの拡充に取り組んでおります。今

後は、非対面チャネルの一元化による顧客ニーズや行動の分析と非対面チャネル

への誘導、お客さまの事業課題解決のためのＤＸ支援等によって、取引強化を目

指してまいります。また、システム更改による抜本的な業務効率化のほか、職員

のＩＴリテラシーの向上など、組織横断的な視点で業務改革に向けた検討を進め

てまいります。 

 

②地域ごとのニーズや展望を踏まえた店舗網の再構築 

当行は、営業区域の市場性、来店されるお客さまの手続き内容、事業者さまの

地域的な入り組み状況など、さまざまな情報を分析のうえ、高知市内店舗の一部

においてプラットフォーム型店舗を導入しております。 

プラットフォーム型店舗体制では、地域の特性に合わせて隣接する複数店舗の

機能をフルバンキング店舗と個人特化型店舗に分化させております。フルバンキ

ング店舗には渉外行員を集約し双方の地域を一体でカバーするとともに、個人特

化型店舗では個人のお客さま向けの金融資産形成に係る相談業務を強化しており
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ます。この店舗体制により、お客さまへのサービス向上を図るとともに渉外行員

の活動範囲の重複を解消して、営業活動を効率化させております。また、集約し

た渉外行員のＯＪＴ機会の増加や情報共有の緊密化など、副次的な効果も得られ

ております。2021年 9月末時点でプラットフォーム型店舗は 2ユニット導入して

おり、2022年 2月には、さらに 2ユニット追加導入しました。 

また、ブランチ・イン・ブランチ方式による店舗統合については、2022年 1月

に宇佐支店と佐賀支店をそれぞれ近隣店舗へ同方式で統合し、ブランチ・イン・

ブランチ実施店は 7店舗となりました。 

ポストコロナやデジタル化の流れを統合的に捉えた営業店体制の構築、モバイ

ルＰＣ等を活用した手続きの簡素化などをさらに進めることにより、お客さまの

幅広いニーズにお応えしてまいります。営業エリアをはじめとした各種情報収集

と分析手法の改善にも引き続き取り組み、地域ごとのニーズや展望を踏まえた店

舗機能の選択と集中を進め、お客さまの利便性と当行の生産性向上に努めてまい

ります。 

 

(2)人財力の最大発揮 

①人財の育成および適正配置 

当行では、職員の人員構成において営業の中心的な役割を担う中間年齢層が薄

いことから、若手行員の育成を早期化し営業力の強化につなげていくことが課題

であると認識しております。こうした認識のもと、特定の行員をエルダー（指導

者）として指名し、実務指導と職場生活上の相談役を担い、本部がエルダーをサ

ポートする制度を導入しております。このほか、自主参加型休日セミナー「こう

ぎんカレッジ」をハイブリッド（対面型ならびにオンライン型を併用）開催し、高

知県内外の職員等への自己啓発機会の増加を図っております。さらに、2022 年 1

月より全職員等を対象に、これまでのパソコンに加え、スマートフォンやタブレ

ットからｅラーニングコンテンツ（過去開催した研修動画等）を視聴することを

可能としました。アドバイザー系外部資格の取得なども引き続き推奨し、学習環

境の拡大を図っております。 

また、前述の「(1)デジタル化等を活用した業務の改革および組織最適化」に記

載した業務効率化や業務集中化施策、店舗施策等との相乗効果を得ることも目指

しております。2021年度通期では、営業店の融資実行事務を担う人財として、事

務システム部の融資集中センターに 13 名、新設されたデジタル営業部に 11 名を

配置しました。預金業務と貸付業務の双方のスキルを持つ人財の育成を目的とし

た、営業店の若手行員向け「マルチスキルアップ研修」については、2022年度上

期も引き続き開催いたしました。また、新たな取り組みとして、新入行員の裁判

員制度等への関心や理解を深めることを目的とした「法的リテラシー研修」や、

若手行員を対象にＤＸ人財の育成を目的とした「ＩＴリテラシー研修」を開催い

たしました。従来のジョブローテーションや特定業務の研修を継続することと併

せて、職員のスキルアップと店舗特性に応じた適正配置に努めてまいります。 

人財確保の観点からは、専門スキル（金融、ＩＴ等）を有する人財の中途採用
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（顧問契約など雇用関係にないものを含みます）、ＵＩターン採用、一定の条件で

退職時の職位を維持して復職できる「キャリアリターン制度」などの採用施策や、

ワークライフバランスを考慮した制度の拡充など、これまで実施してきた施策を

有効活用してまいります。営業店と本部が一体となってコンサルティングの機会

と質を高められるように、Ⅲ．１．「営業戦略」に記載のとおり、本部職員を、本

業支援のソリューションを担当するＢＡやリテール向け金融商品を担当するＰＡ

として営業現場に配置するなど人員配置の最適化を進めるとともに、人財力の最

大発揮に向けたスキルアップ等への取り組みを継続してまいります。 

 

〔中途（正行員）採用の推移（表 8）〕                 （単位：名） 

 2019 
/3期 

2020 
/3期 

2021 
/3期 

2022 
/3期 

2022 
/9期 

職員登用 4 1 1 2 2 

職員採用 1 1 1 1 4 

キャリアリターン採用 0 0 1 1 2 

計 5 2 3 4 8 

 

②多様な人財の活用と働き方改革への対応 

当行は「人財は重要な経営資源であり、育成していくべき財産である」との考

えのもと、仕事と家庭、子育てを支援するための各種取組を継続しております。 

これまでの施策として、次世代育成支援対策推進法に基づく子育て支援に関す

る職場環境の整備などについて、高度な水準の取り組みを行っている企業として

「プラチナくるみん」の認定や、女性の活躍推進に関する取り組み状況等が優良

な企業として「えるぼし」の認定を受けております。 

さらに、職員等がいきいきと働き、男女を問わず持てる能力を最大発揮できる

職場環境を整えることを目的に、育児・介護休業法に係る休暇等の要件において

は法定以上の対応としているほか、2021年 4月から有給休暇の取得を義務化した

日数を 1日増加させ年間 7日としております。 

生涯雇用については、従前より 65歳超の再雇用者が勤務していましたが、高年

齢者雇用安定法の改正に伴い、2021 年 4 月に 70 歳までの継続雇用を明文化しま

した。65歳超の職員は、9月末日現在で 40名勤務しております。ベテラン層の豊

富な経験、知識等のノウハウ承継を念頭に、営業現場や営業店の支援業務を中心

とした活躍の機会確保に努めてまいります。 

引き続き、ワークライフバランス推進委員会を通じた職員等の声も反映しなが

ら、健康保持・増進に関する取り組みを充実させ、健康経営優良法人の継続認定

を目指すとともに、職場環境のさらなる向上を図ってまいります。 
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〔職員等構成の推移（表 9）〕                   （単位：名） 

 2019 
/3期 

2020 
/3期 

2021 
/3期 

2022 
/3期 

2022 
/9期 

職員 864 829 796 755 762 

嘱託 143 155 160 174 166 

パートタイマー 9 9 13 17 15 

その他（出向受、派遣） 16 16 16 16 18 

合計 1,032 1,009 985 962 961 

 

(3)経営基盤の強化 

①「こうぎんらしさ」が際立つ企業価値の共有 

経営強化計画における営業戦略を、地域とともに発展していくことを目指す当

行に相応しい取組スタンスで推進していくためには、経営理念をすべての職員が

十分に理解し共有することが不可欠であると考えております。 

こうした考え方のもと、経営理念の大きなビジョンと日々の活動とを結び付け

るキーワードとして「こうぎんらしさ ＝ ベスト・リージョナル・コラボレーシ

ョン・バンク」を掲げ、経営理念に基づく「こうぎんらしい」活動の展開に努めて

おります。 

従前よりサステナブル社会の実現に資する行員マインドを醸成するため、ＳＤ

Ｇｓ連絡会を定期的に開催しておりましたが、2022年度上期はこの態勢をさらに

強化いたしました。具体的には、9月にＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフ

ォース）提言への賛同表明を行い、同時に「サステナビリティ委員会」を設置しま

した。本会は頭取を委員長とし取締役会の下部組織として設置しており、地域と

当行および連結子会社の持続可能性の向上に向けた施策について、ＳＤＧｓや気

候変動への対応およびＣＳＲ等の観点から検討を進めてまいります。また、ディ

スクロージャー誌や対外リリース等においてもＳＤＧｓとの関連性を示した発信

などに努めております。さらに、2021 年度下期に実施した従業員満足度（ＥＳ）

アンケートから得られた知見も、随時活用しております。 

 

②グループガバナンスの強化 

当行の連結子会社である、クレジットカード業の株式会社高知カード、リース

業のオーシャンリース株式会社、投資業務を行うこうぎん地域協働投資事業有限

責任組合（こうぎん地域協働ファンド）などとの連携強化に取り組んでおります。

2021年 4月には、事業者の皆さまの成長支援により一層関与してまいりたいと考

え、こうぎん地域協働ファンド 2号（ファンド総額 3億円）を設立しました。 

さらに 2022 年 12 月には、地域商社設立プロジェクトチームのこれまでの活動

が結実し、当行 100％出資子会社として「株式会社地域商社こうち」を設立いたし

ました。グループ横断的な事業開発・事業連携等を目的として活動してきた「事

業開発委員会」は、その役割を新たに設置した「サステナビリティ委員会」に委

ね、より一層地域や事業者さまとの「共通価値の創造」につながる高品質な商品・
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サービスの提供を目指していくとともに、銀行本体とグループ会社の実務担当者

による意見交換会および経営陣との情報交換を行うなど、グループ間シナジーと

グループガバナンスの強化をこれまで以上に図ってまいります。 

 

③財務基盤の強化 

Ⅲ.１．「営業戦略」やⅣ.２．「リスク管理の態勢の強化のための方策」などの各

施策に役職員が一丸となり取り組むことによって、収益力の向上と資産の良質化

を両輪とした財務基盤の強化につなげております。 

また、公的資金につきましては 2024年の返済期限を見据えた対応を検討してお

ります。 

 

Ⅳ．従前の経営体制の見直しその他の責任ある経営体制の確立に関する事項の進捗状

況 

１．業務執行に対する監査又は監督の体制の強化のための方策 

当行には、地域金融機関として金融仲介機能を発揮し、地域経済の発展に貢献して

いくことが求められるとともに、お客さま・株主・地域社会・職員等のステークホル

ダーとの適切な協働に努め、相互の価値向上を図るという重要な責務があります。 

こうした責務を踏まえ、「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」では透明・

公正かつ迅速・果断な意思決定を行う企業統治力を一層高め、持続的な成長と中長期

的な企業価値の向上を実現するための基本的な考え方や運営方針を定めております。 

また、経営陣の指名・報酬に関する手続きの公正性・透明性・客観性をより高める

ことを目的として「指名報酬委員会」を取締役会の任意の諮問機関として設置してい

るほか、気候変動問題への対応をはじめとする様々な課題やリスクを適切に評価し、

それらへの対応をビジネスチャンスと捉えて施策を展開していくことなどを目的と

したサステナビリティ委員会を設置しております。さらに、業務執行機能や、取締役

会の監督機能の一層の強化を図ることなどを目的として「執行役員制度」を導入して

おります。 

2022 年 6 月の定時株主総会後の役員構成は、取締役 9 名のうち社外取締役は 3 名、

監査役 3名のうち社外監査役は 2名で、社外役員 5名はすべて金融商品取引所の定め

に基づく独立役員として届け出ております。取締役会および監査役会は「コーポレー

ト・ガバナンスに関する基本方針」に基づき、取締役の業務執行の監督・監査を行っ

ております。また、取締役会は、法定の決議事項に加えて重要な業務執行についても

報告を受け、協議や決議を行っております。さらに、経営強化計画の計数・施策進捗

状況も定例的にモニタリングし、適宜、業務所管部に対して指示を行っております。 

このほか、経営に対する評価の客観性を確保するため、社外の有識者等第三者 3名

で構成する「経営評価委員会」を 2010年 9月に設置して半年ごとに開催しており、外

部目線によるさまざまな角度からの提言を受けております。 
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２．リスク管理の態勢の強化のための方策 

(1)統合的リスク管理態勢強化に関する事項 

統合的リスク管理につきましては、「リスク管理方針」を上位規程とし、「統合的

リスク管理規程」ならびに「統合的リスク管理実施要領」を定めて管理しており、

毎期初に定める「統合的リスク管理プログラム」に基づいて、リスク統括部署であ

る経営統括部が運営・管理を行い、毎月開催されるリスク管理委員会で検証してお

ります。 

銀行全体のリスク量を自己資本の一定範囲内に収め、経営の健全性を確保するこ

とを目的として、単体コア資本から留保資本として自己資本比率 4％を維持する資

本額を控除した額を資本配賦の上限としたうえで、リスクカテゴリー別に資本配賦

を実施しております。なお、配賦資本の使用状況については月次で計測し、リスク

管理委員会で検証しております。また、銀行勘定の金利リスクＩＲＲＢＢにつきま

しては、⊿ＥＶＥならびに⊿ＮＩＩを国内基準行の 6 つのシナリオに基づき計測の

うえモニタリングするとともに、金利リスクの管理に活用しております。 

統合的ストレス・テストについては、半期ごとに関係部と連携のうえシナリオを

設定し、実施しております。2022年上期は、過去に実施した統合的ストレス・テス

トでのシミュレーション結果と実績値の比較検証を行ったほか、有価証券利息配当

金のダウンサイドリスクの検証も実施し、リスク管理委員会に報告のうえ、評価・

検証を行うなど、統合的リスク管理の高度化に努めております。また、同時期に収

益シミュレーションも実施しており、総合予算や資本配賦などに活用しております。 

 

(2)信用リスク管理態勢強化のための方策 

①信用リスク管理態勢 

信用リスク管理の態勢および組織等については、「信用リスク管理規程」を制定

するとともに、貸出業務の具体的方針や基本的な考え方として「貸出の基本理念」

を定め、経営の健全性確保に向けて取り組んでおります。また、審査・与信管理・

問題債権管理・企業支援の 4部門ごとの役割を明確にしております。 

信用リスクの状況は、格付別・主要信用リスク量変動先・店別地域別業種別・大

口上位 100 先・与信ガイドライン設定先等を月次でモニタリングし、リスク管理

委員会において与信ポートフォリオの状況について検証を行っております。また、

貸出先の業種別管理につきましては、経済構造の変化、業界状況、信用状況が悪

化した際の当行経営への影響度合い等を踏まえ、重点管理業種先の選定業種や管

理方法について見直しを行うなどのモニタリングを実施しております。併せて、

社会経済情勢の変化により先行き不透明感が強まる中、「債務者区分の遷移」や「業

種別推移」等の調査・分析により、信用リスクの変化状況を適宜報告しておりま

す。 

また、信用リスクに関するストレス・テストは半期に一度、融資統括部、経営統

括部、市場金融部の関係 3 部が連携し、統合的リスクのストレスシナリオに基づ

き実施して、その状況をリスク管理委員会に報告しております。シナリオにつき

ましても、関係 3 部の連携のもと、不測の事態に備えて、多面的な検討を加えた
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厳しいケースを想定することで、経営体力への影響を明確に把握していけるよう

に、シナリオの充実を図ってまいります。 

 

②貸出金の良質化 

資産の健全化は重要な経営課題であるという認識のもと、引き続き不良債権の

適切な処理や新たな不良債権の発生防止、お取引先の経営改善支援など貸出金の

良質化に取り組んでおります。2021年 3月期には、計画要注意先に対する貸倒引

当金の見積り方法を変更し、貸倒引当金を積み増ししました。2022年 3月期には

正常先、その他の要注意先の一部に対する貸倒引当金についても見積り方法を変

更し、貸倒引当金の積み増しを実施しております。これらは経営理念を踏まえ、

将来の信用リスクを見据えた対応を行うことと経営改善支援を強化することを目

的としたものです。 

本部と営業店が連携を図りながら、お取引先のモニタリングを定期的に行い、

経営改善計画の進捗状況を常に把握し、経営改善や事業再生に向けた指導や支援

を実施することで、ランクアップの推進やランクダウンの防止に取り組んでおり

ます。 

また、Ⅴ．３．「その他の主として業務を行っている地域における経済の活性化

に資する方策の進捗状況」に記載しましたとおり、中小企業活性化協議会等の外

部機関や外部専門家等のノウハウなどをより一層活用していくことで、早期の改

善や再生につなげてまいります。 

 

③大口信用供与限度額管理 

2014 年 12 月の大口信用供与規制等の見直しに伴い、同一の者（同一のグルー

プ）に対して、貸出と有価証券の信用供与額を合算し管理しております。 

具体的な管理につきましては、「信用リスク管理プログラム」を定め、信用リス

ク主管部である融資統括部が市場金融部と連携のうえ、貸出と有価証券の信用供

与額を合算し、自己資本に対する限度額を管理する態勢を構築しております。ま

た、リスク統括部署である経営統括部はその管理状況を検証し、融資統括部が四

半期毎にリスク管理委員会に報告して管理していく態勢としております。 

貸出と有価証券の信用供与額につきましては、金額や増加額の報告基準を定め、

随時、融資統括部、市場金融部、経営統括部および各担当役員が情報を共有し、合

算管理を行う態勢としております。 

経営体力を踏まえて、管理態勢の実効性の向上に取り組んでまいります。 

 

(3)市場リスク管理態勢強化に関する事項 

｢市場リスク管理規程」や「市場リスク管理実施要領」を定め、リスク管理の適切

性を確保するとともに、市場動向や将来の見通しなどを踏まえ、市場リスク管理の

施策である「市場リスク管理プログラム」を半期ごとに見直すことで管理態勢の充

実を図っております。組織面においては、市場金融部を運用部門である「市場運用

室」と、リスク管理部門である「市場事務室」に分離し、相互牽制機能を確保する
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とともに、リスク統括部署（経営統括部）やリスク管理委員会において、リスクの

見積りなど管理の適切性について検証する態勢としております。 

また、市場リスクが経営に与える将来の影響を計るため、銀行勘定の金利リスク

ＩＲＲＢＢのモニタリングのほか、定期的にストレス・テストを実施しております。

より一層金利リスク管理の実効性を向上させるために、1％、2％のパラレルな金利

上昇といった画一的なシナリオだけではなく、多様なシナリオで実施し、ストレス

事象を分析することによりアクションプランの検討にも取り組んでおります。 

損失限度額の管理における損失額は、実現損益と前期末評価損益からの減少額の

合計により計測しております。評価損益を勘案することで、市場の変化がポートフ

ォリオに与える影響を踏まえ、機動的に対応するリスク管理態勢を構築しておりま

す。また、価格変動リスクについては複数の分析ツールの利用、各ストレス・テス

トの活用により多角的な分析を実施しております。 

 

３．法令遵守の態勢の強化のための方策 

顧客保護、信用秩序の維持、健全かつ適切な業務運営を行っていくうえで、コンプ

ライアンスは最も重要であるとの認識のもと、厳正な管理態勢を維持するとともに適

時・適切な管理手法の見直しを実施していくことにより、コンプライアンス態勢の充

実および強化に取り組んでおります。 

職員のコンプライアンス意識を醸成し、倫理・法令・行内規程等を遵守するための

基本指針および具体的行動指針として、「コンプライアンス・マニュアル」を制定して

おります。また、全行的な法令等遵守態勢の実効性を高めることを目的に、取締役会

のもとに、コンプライアンス統括部担当取締役を委員長としたコンプライアンス委員

会を設置し、各業務部門にはコンプライアンス責任者と担当者を配置しております。 

また、内部規程や法令等違反による不祥事の未然防止や早期発見、ハラスメント被

害の申出に対する早期対応、自浄プロセスの機動性向上などを図ることを目的とした

「企業倫理ホットライン」の設置や、「反社会的勢力への対応に係る基本方針」のもと、

全行を挙げて反社会的勢力との関係遮断に向けた取り組みを推進する態勢を整備し

ております。さらに、各部店のコンプライアンスに関する研修の実施状況や法令等の

遵守状況等について、監査部による監査やコンプライアンス統括部による臨店モニタ

リングなども実施して、法令等遵守態勢の維持向上に努めております。 

このほか、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策への取り組みとして、

経営陣の主導的な関与のもと、自らのリスクを適時・適切に特定・評価し、リスクに

見合った低減措置を講ずる「リスクベース・アプローチ」の手法を用いて、実効性の

高い管理態勢を構築しております。具体的には、リスク低減措置の実効性を確保する

ためにＩＴシステムを活用して、営業店におけるフィルタリングを実施しているほか、

本部においては、顧客リスク評価によるモニタリングやスクリーニングを実施してお

ります。また、継続的顧客管理措置を重要なリスク低減措置の一つと位置付け、顧客

情報を定期的に確認して顧客リスク評価を柔軟に見直し、適切な顧客管理を実施する

ための態勢整備に努めております。引き続き、マネー・ローンダリングおよびテロ資

金供与対策の高度化に向け、組織全体で取り組んでまいります。 
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４．経営に対する評価の客観性の確保のための方策 

当行は、経営に対する評価のさらなる客観性・中立性を確保していくため、社外役

員を選任しており、2022年 6月の定時株主総会後の役員構成は、取締役 9名のうち社

外取締役は 3名、監査役 3名のうち社外監査役は 2名となり、社外役員 5名はすべて

金融商品取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、経営監視機能の十分な

確保に努めております。 

こうした体制に加え、経営に対する評価の客観性を確保するために、2010年度に設

置した社外の有識者等第三者 3名で構成する「経営評価委員会」において、当行の経

営方針や経営戦略等について客観的な立場で評価および助言をいただいております。

2022年 9月には第 25回の経営評価委員会を開催し、2022年 3月期決算の概要、およ

び 2023 年 3 月期第 1 四半期（2022 年 6 月）決算短信に基づく決算状況の説明や経営

強化計画の履行状況についての意見交換を行いました。意見交換では、営業力強化に

向けた事務省力化およびリソースの最適配置による経営改善効果の具体化等につい

て提言を受けております。 

 

５．情報開示の充実のための方策 

(1)情報開示の充実 

決算情報の開示については、金融商品取引所で求められている 45日以内の開示を

励行しており、同時にホームページにも掲載しております。 

また、東京証券取引所市場第二部に上場した 2006年 3月以降は、高知県内にて会

社説明会を毎年開催しておりましたが、2020年以降は新型コロナウイルス感染症の

影響を勘案し開催を見合わせております。 

今後も、迅速かつ充実した情報の開示に努めてまいります。 

 

(2)主として業務を行っている地域への貢献に関する情報開示の充実 

当行は、創業以来「地域の皆さまとともに歩み、地域とともに発展する銀行」を

目指しております。お取引先への円滑な資金供給や、お客さま本位の良質な金融サ

ービスの提供に積極的に取り組んでいるほか、地方公共団体や高等教育機関等との

連携による地方創生に向けたさまざまな取り組みや、ＳＤＧｓの達成に向けた地域

貢献活動などを通じた地域の持続可能性向上にも取り組んでおります。 

こうした取り組みは、ディスクロージャー誌や決算期ごとの会社説明資料などに

掲載し、ホームページを通じて情報開示を行っております。今後も開示内容を充実

させ、より分かりやすい情報の発信に努めてまいります。 

 

Ⅴ．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の主として業務を行っている

地域における経済の活性化に資する方策の進捗状況 

１．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の主として業務を行っている

地域における経済の活性化に資するための方針 

(1)基本方針 
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地域経済が健全で持続的に発展していくためには、地域の中小・零細企業等の皆

さまの事業の成長や経営改善等を通じた経済の好循環が連鎖していくことが重要で、

その経済循環を円滑な信用供与によって下支えすることが地域金融機関である当行

の責務であると認識しております。さらに、この責務を果たすことによる経済の好

循環は、地域金融機関の収益基盤の拡充につながってくるものと考えております。 

こうした認識のもと、地域の雇用を支え多様な技術等の担い手として地域にとっ

て重要な存在である中小・零細企業等の健全な発展に向け、深度ある対話を重ねて

将来の展望を共有し、当行の金融を含むあらゆるソリューションを提供してきめ細

やかな本業サポートに努めることを重点方針とし、地域の金融インフラとして「持

続的な地域貢献」を果たしてまいります。 

 

(2)課題と施策 

地域経済は、少子高齢化の進展をはじめとした中長期的な課題を抱えております。

さらには新型コロナウイルス感染症の流行の長期化に加え、ウクライナ情勢等によ

る原油・原材料価格高騰といった新たな課題にも直面しております。こうした状況

からの回復をサポートしていくため、「お取引先に対する伴走型の本業サポート」「地

域の面的再生への積極的な参画」「地域やお取引先に対する積極的な情報発信」の 3

つの取り組みを重点課題として位置づけております。地域経済の持続的な発展のた

め、組織全体として取り組み、地域経済の活性化につなげ、サステナブル社会の実

現に貢献してまいります。 

 

〔３つの重点課題〕 

①お取引先に対する伴走型の本業サポート 

地域に密着した業務展開によって築いてきた、お取引先との親密な信頼関係を

維持・強化し、経営の課題や将来像を共有いたします。 

また、外部専門家や外部機関等とも協働して、お取引先のライフステージや事

業の持続可能性等を適切かつ慎重に見極めたうえで、最適なソリューションを提

供し、お取引先の主体的な取り組みをサポートいたします。 

さらに、ソリューションの実行後においても伴走し、モニタリングを継続する

ことでお取引先の成長・発展・改善を支えてまいります。 

 

②地域の面的再生への積極的な参画 

きめ細やかなコンサルティングや事業性の目利き能力向上に向けた人財育成に

努め、地域のさまざまな情報を収集・分析しながら、地方公共団体等とも連携し

て地域の面的再生において積極的な役割を果たしてまいります。 

 

③地域やお取引先に対する積極的な情報発信 

当行の地域密着型金融に対する取組状況や成果は、積極的に分かりやすい形で

情報発信し、地域やお取引先からの信頼の向上に努めてまいります。 
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２．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策の進捗状況 

(1)中小規模の事業者に対する信用供与の実施体制の整備のための方策 

①中小規模事業者等に対する融資推進活動 

ｲ.事業性評価に基づく融資の増強 

Ⅲ.１.(1)「本業サポートの強化」に記載いたしましたとおり、中小規模事業者

等への信用供与の円滑化のために、本部と営業店が連携して各施策を推進してま

いります。 

 

ﾛ.地域における信用供与 

当行は地域金融機関として、中小規模事業者等への信用供与の円滑化が最大の

役割であると認識しており、事業性評価を重視した融資に取り組む態勢強化を図

っております。当行の主たる事業基盤である高知県内向け事業融資における 2022

年 9月末の信用リスク量（ＵＬ）は約 34億円となりました。 

当行はⅣ.2.(2).②「貸出金の良質化」に記載しましたとおり、お取引先の経営

改善支援などによる貸出金の良質化に取り組む一方で、信用リスク量に対する資

本配賦の範囲内において中小規模事業者等を中心に、成長・発展・改善に向けた

適切なリスクテイクを行っていく方針としております。 

2022年 1月からは、高知県特別融資制度「伴走支援型特別保証融資」の取扱い

を開始しました。新型コロナウイルス感染症に加え、足元ではウクライナ情勢・

原油価格上昇等の影響により、事業者の資金繰りに支障が生じないよう事業者の

業況を把握し、返済猶予や条件変更を含む資金繰り支援を行うなど、事業者のニ

ーズに応じた対応を継続して実施しております。2022年７月には各種相談により

積極的に応じるため、全営業店に相談窓口を設置いたしました。 

今後も事業者と十分に対話を行い、外部機関とも連携のうえ経営改善、事業再

生、事業転換支援など、ウィズコロナ・アフターコロナを見据えたさまざまなサ

ポートを通じてお客さまの本業支援に積極的に取り組んでまいります。 

 

②中小規模の事業者に対する信用供与の実施状況を検証するための体制  

ｲ.「軒先顧客管理システム」による進捗管理と活用の高度化   

「軒先顧客管理システム」には、お客さまの属性や各種取引状況の照会機能に

加えて、「訪問計画と実施」「状況の把握・評価」「指示・改善」のメニューがあり、

このほか課題解決型ソリューション活動の進捗管理ツールとして、「事業性評価

シート」「非財務ヒアリングシート」「経営課題共有シート」を備えております。

これらを組み合わせて活用することで、本部が営業店の訪問計画や交渉記録等を

リアルタイムで共有し、適宜営業店へのアドバイスや指示などを行っております。

営業活動を通じて収集したお客さまのニーズや情報等を管理するとともに、ＰＤ

ＣＡに基づいた計画的かつ効果的な活動のための行動管理ツールとして引き続

き活用してまいります。 

本部では、店舗や担当者別などのセグメントで、営業活動における訪問目的や

結果等に関する集計機能を活用して活動状況を把握・分析しており、これらの情
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報は「営業活動モニタリングシート」により営業店へフィードバックしておりま

す。このモニタリングシートは、お客さまとの面談の頻度と時間の増加に向けた

営業活動の活性化や効率化などに活用しております。 

中小規模事業者等向けの信用供与および経営改善支援等を円滑に行っていく

ため、引き続き各種ツールの機能を向上させ、実効性のある活動に取り組んでま

いります。 

ﾛ.経営陣による検証 

中小規模事業者等向け貸出残高等の実績ならびに取組状況につきましては、取

締役会に月次報告し、経営陣による検証を行っております。指示事項等は経営統

括部が一元管理し、進捗状況を定期的に取締役会に報告するなど、ＰＤＣＡサイ

クルに基づき管理しております。 

 

(2)担保又は保証に過度に依存しない融資の促進その他の中小規模の事業者の需要

に対応した信用供与の条件又は方法の充実のための方策 

事業性評価を重視した「担保又は保証に過度に依存しない融資の促進」に向け、

財務情報以外の事業特性に着眼した「事業性評価シート」「非財務ヒアリングシート」

「経営課題共有シート」等を活用しております。各シートの作成・活用により、お

取引先の事業内容の理解を一層深めていくとともに、本部と営業店が情報を共有し

て、適切な本業支援等のソリューションを提供する等、事業性評価の取り組みをさ

らに積極化させ、担保や保証に過度に依存しない融資の促進につなげてまいります。 

事業性評価を重視した融資手法の一つであるＡＢＬは、新分野への参入および既

存事業の拡大、ならびに経営改善等を図るための資金調達手法として広く浸透して

おります。高知県信用保証協会の「流動資産担保融資」の活用や、「ＮＰＯ法人日本

動産鑑定」との連携による動産評価等、適切な評価に基づくＡＢＬへの取り組みを

推進し、お取引先の事業発展をサポートしてまいります。 

こうした事業性評価を適切に行うためには行員のスキルアップが不可欠であるこ

とから、各種研修等を開催しているほか、行員の資格取得を推奨しております。な

かでも、ＮＰＯ法人日本動産鑑定が認定する「動産評価アドバイザー」、日本政策金

融公庫が認定する「農業経営アドバイザー」「林業経営アドバイザー」「水産業経営

アドバイザー」、金融財政事情研究会が認定する「Ｍ＆Ａシニアエキスパート」の 5

資格を重点施策として取得を推奨し、行員のスキルアップを図るとともに、関係機

関や営業店との連携を図りながら、事業性評価に基づく融資の促進に取り組んでま

いります。 

 

(3)中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画を適切かつ円滑に実施するための方

策 

当行は、地域を特色付けている農林水産業等の特定業種を「成長分野」と位置付

け、産業活性化に貢献する活動に取り組んでおります。「高知県産業振興計画」の地

域区分に合わせて、安芸、物部川、嶺北、仁淀川、高幡、幡多の６エリアに「農業

経営アドバイザー」等の資格を取得した行員を配置しているほか、2021年 9月より



23 

 

ビジネスアドバイザーを配置して、ソリューション活動の底上げを図っております。 

成長分野の策定に際しては、高知県の経済環境や「高知県産業振興計画」におけ

る地域アクションプラン等の取り組みを踏まえており、2022年 4月には「デジタル・

クリエイティブ事業」「起業・事業再編」「保育・育児事業」を追加しました。 

成長分野向け融資の推進におきましては、「こうぎん・ビビッド・ファンド」を積

極的に活用しているほか、事業の特性や計画等を勘案して柔軟に対応するよう努め

ております。融資残高につきましては、固定買取価格低下等による再生エネルギー

関連の融資をはじめとした「環境・エネルギー事業」の貸出金が減少しましたが、

「防災対策事業」への事業資金供給が増加した結果、成長分野貸出金残高は 2022年

3 月期対比で増加しております。一方で、中小規模事業者等向け貸出金につきまし

ては、面談機会の減少などから、2022年 9月期の計画に対して貸出残高は計画を 55

億円下回り、中小規模事業者等向け貸出比率も計画を 0.56pt下回りました。 

この結果を踏まえ、営業店と本部連携を一層強化して、中小規模事業者等の皆さ

まへの事業資金をはじめとしたソリューション提供にきめ細かく対応することによ

って、計画期間中の中小規模事業者等向け貸出残高増加目標の達成を目指してまい

ります。 

 

〔「成長分野」に対する貸出金およびコロナ対策関連融資の残高推移（表 10）〕  （単位：百万円） 
 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2022/9期 

成長分野 156,935 168,333 177,476 169,310 169,436 

うちビビッド・ファンド 102,402 108,619 101,484 91,681 90,293 
     

コロナ対策関連融資 ― 2,717 72,614 73,267 71,554 

 

〔中小規模事業者等に対する信用供与の計画・進捗状況（表 11）〕       （単位：億円、％） 

  
2021/3
期実績
(始期) 

2021/9
期実績 

2022/3
期実績 

2022/9期 2023/3
期計画 

2024/3
期計画 計画 実績 計画比 始期比 

中小規模事業者
等向け貸出残高 

4,565 4,482 4,614 4,572 4,517 △55 △48 4,575 4,580 

始期（2021/3） 
からの増加額 

- △83 49 7 △48 △55 △48 10 15 

総資産末残 12,338 12,130 12,008 11,822 11,851 29 △487 11,769 11,774 

総資産に対する
比率 

37.00 36.95 38.42 38.67 38.11 △0.56 1.11 38.87 38.89 

* 中小規模事業者等向け貸出とは、銀行法施行規則第 19条の 2第 1項第 3号ハに規定する別表第一にお
ける中小企業等から個人事業者以外の個人を除いた先に対する貸出で、かつ次の貸出を除外しており
ます。（政府出資主要法人向け貸出および特殊法人向け貸出、土地開発公社向け貸出等、大企業が保有
するＳＰＣ向け貸出、当行関連会社向け貸出、その他金融機能強化法の趣旨に反するような貸出） 
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（参考） 〔中小企業等向け残高、貸出比率（表 12）〕            （単位：億円、％） 

 
2021/3
期実績
(始期) 

2021/9
期実績 

2022/3
期実績 

2022/9期 2023/3 
期計画 

2024/3
期計画 計画 実績 計画比 始期比 

中小企業等向け 
貸出残高 

5,877 5,782 5,891 5,895 5,797 △98 △80 5,903 5,916 

総資産末残 12,338 12,130 12,008 11,822 11,851 29 △487 11,769 11,774 

総資産に対する 
比率 

47.63 47.66 49.05 49.86 48.91 △0.95 1.28 50.15 50.24 

* 中小企業等向け貸出とは、銀行法施行規則第 19 条の 2 第 1 項第 3 号ハに規定する別表第一における
中小企業等に対する貸出 

 

３．その他の主として業務を行っている地域における経済の活性化に資する方策の進

捗状況 

○経営改善支援取組先企業の数のお取引先企業の総数に占める割合 

当行は地域に密着した金融機関として、地域経済の活性化を図るために外部機関

とも連携して、お取引先の経営改善支援活動を行っております。コロナ禍が長期化

するなかウィズコロナ対応も含めた経営改善支援は重要であり、さまざまな環境変

化に対応した地域経済活性化への貢献に尽力しております。 

営業店と地域連携ビジネスサポート部が連携して経営改善支援等に取り組んだ結

果、2022年度上期実績は以下のとおりとなりました。 

 

・創業・新事業開拓については、飲食業関連や医療介護事業、物販、サービス業な

どさまざまな業種で幅広く支援しましたが、固定買取価格低下等により太陽光発

電事業が減少したほか新事業案件の減少で、計画を 7先下回る 30先の実績となり

ました。 

・経営相談支援の実績は、本項目には含まれないコロナ関連補助事業対応がやや落

ち着き、営業サポート情報システムによるビジネスマッチングや各種商談会支援

等が 123 先、セミナーの開催等による情報発信が 160 先、経営改善計画策定支援

等が 25先となるなど、本来の事業支援が増加したことから全体では計画を 179先

上回る 452先となりました。 

・事業再生支援の実績は、経営改善支援取組先等のランクアップが 8 先、中小企業

活性化協議会の活用が 4 先となりましたが、全体では計画を 19 先下回る 13 先と

なりました。 

・事業承継支援の実績は、公的専門機関等への取り次ぎ案件が 13先となり、計画を

12先下回りました。 

・担保や保証に依存しない融資の実績は、ＡＢＬ手法等を活用した実績が 2 先、私

募債が 19先、事業性評価融資が 45先、農業者専用ローン等が 16先となりました

が、全体では計画を 103先下回る 82先となりました。 

 

これらの結果、経営改善支援等の取組先数の合計は計画を 38先上回り 590先とな

りました。また、取引総数に占める割合は計画を 0.74 ポイント上回り 6.80％とな
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りました。 

第 1 期経営強化計画の策定以降、上記のような経営改善支援等に積極的に取り組

んだ結果、事業存続による雇用維持、事業拡大や創業による雇用創出、ビジネスマ

ッチングによる売上高増加等に貢献したものと認識しており、今後も地域経済の活

性化につなげていくよう積極的に取り組んでまいります。 

 

〔経営改善支援等の取り組み（表 13）〕                  （単位：先、％） 

項目 

2021/3 

期実績 

（始期） 

2021/9 

期実績 

2022/3 

期実績 

2022/9期 2023/3 

期計画 

2024/3 

期計画 計画 実績 計画比 始期比 

創業・新事業 35 35 40 37 30 △7 

 

△5 38 40 

経営相談 271 410 487 273 452 179 181 276 281 

事業再生 27 12 15 32 13 △19 △14 32 37 

事業承継 23 32 30 25 13 △12 △10 27 33 

担保・保証 179 94 128 185 82 △103 △97 187 193 

合計 535 583 700 552 590 38 55 560 584 

取引総数 

 

9,098 8,935 8,796 9,115 8,671 △444 △427 9,120 9,130 

比率 5.88 6.52 7.95 6.06 6.80 0.74 0.92 6.14 6.40 

*「取引総数」とは、企業および消費者ローン・住宅ローンのみの先を除く個人事業者の融資残高のある
先で、政府出資主要法人、特殊法人、地方公社、大企業が保有する各種債権または動産・不動産の流動
化スキームに係るＳＰＣ、および当行の関連会社を含んでおります。 

 

(1)創業又は新事業の開拓に対する支援に係る機能の強化のための方策 

①コンサルティング機能の発揮 

認定支援機関が関わる「事業再構築補助金」「ものづくり補助金」「創業補助金」

や高知県の補助金などの公募に関する情報を行内で共有し、営業店と本部が連携

してお客さまへのご提案や申請のサポートを行っております。また、高知県産業

振興センターやよろず支援拠点、高知県中小企業団体中央会、ジェトロ高知等と

連携し、創業や新事業の補助金に関するセミナーの開催や、外商・技術支援など

の各種支援メニューのご紹介や申請支援を行っております。 

引き続き、創業・新事業・事業の再構築などに関するソリュ－ション営業の強

化や課題に対する助言やサポート等を的確に行っていくために、外部専門機関と

連携して円滑な資金の供給・仲介の推進に取り組んでまいります。 

 

②高等教育機関との連携を活用した支援 

地域経済の活性化と産業の振興に貢献していくことを目的に、短期大学を除く

県内すべての国公立大学・高等専門学校と連携協力協定を締結しており、県内高

等教育機関の専門分野を活かした支援にも取り組んでおります。 

高知工業高等専門学校との連携事例では、学校側の保有する研究シーズを県内

事業者に紹介し、共同研究や事業化への発展につなげていく「高知高専・高知銀

行連携シーズ発表会」を 2006年から例年開催しており、都度ご参加いただいた事

業者の皆さまから熱心な質問や個別相談が行われるなど、技術相談の場としてご
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好評をいただいております。 

昨年度は新型コロナウイルス感染症の影響を勘案し中止しましたが、今年度は

11月 25日に「第 15回シーズ発表会」を実施しました。 

今後も商品開発などでお客さまが必要としている技術と各教育機関が保有する

技術とのマッチング機能などを強化することにより、産学連携の仲介役として取

り組んでまいります。 

③こうぎん地域協働ファンドなどを活用した支援 

当行は「こうぎん地域協働ファンド」を 2016年 4月に総額 3億円にて設立

し、2017年 11月にはファンド総額を 6億円へ増額。2021年 4月には「こうぎん

地域協働ファンド 2号」を 3億円にて設立し、取引先の創業支援や新規事業展

開、ベンチャー企業の育成支援、ならびに中長期的に成長が見込め地域経済活性

化や産業振興に資する事業者の育成に向けた支援を推進しております。 

2022年上期までの投資実績は「こうぎん地域協働ファンド」が 10件、「こうぎ

ん地域協働ファンド 2 号」が 1 件となりました。中心となる投資先は地元企業で

あり、現在、優れた技術などにより事業拡大を行う酒造メーカーや、産学官連携

により開発から販売までを手掛ける医療機器メーカー、地産外商を進める地域商

社などへの投資を行っております。2 号ファンドでは徳島大学発ベンチャー企業

への投資も初めて行い、幅広い企業への支援が可能となっております。 

両ファンドの運営については、当行からオーシャンリース株式会社に派遣した

2名を専任者と位置付け、新たな投資先の選定や投資先の成長支援などに取り組

んでおります。 

「こうぎん地域協働ファンド」以外では、2022年 6月に「高知県発ベンチャー

ファンド」を総額約 2 億円で設立しました。高知大学発の起業を支援するもので

あり、当行や同大学、ＲＥＶＩＣ、オーシャンリース株式会社が関与しておりま

す。 

また、地域商標・地域産業資源の活用や、高知県が制定した地域アクションプ

ラン認定事業などの支援を目的とした「こうぎん地域ブランド応援融資」の 2022

年度上期の新規融資実績は 8件 2億 21百万円となりました。 

今後も、創業ならびに新事業を含む事業者の成長を支援していくための制度の

拡充と積極的な活用を進めてまいります。 

 

(2)経営に関する相談その他のお取引先の企業(個人事業者を含む、以下同じ)に対す

る支援に係わる機能の強化のための方策 

①経営改善計画策定支援および外部専門家との連携 

お取引先企業とのリレーションに基づく深度のある事業性評価によって、課題

の解決や窮境原因の除去につながる具体的な解決方法を検討するなど、実態に即

した実現可能性の高い経営改善計画の策定支援に取り組んでおります。また、新

型コロナウイルス感染症の影響拡大による経営環境変化への対応など経営改善計

画に修正が必要となった場合には、修正計画の策定支援も行っております。 

計画策定支援に際し、お取引先の同意が得られる場合は、中小企業活性化協議
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会等の外部専門機関、税理士、中小企業診断士等とも連携を図りながら取り組ん

でおります。2022年度上期は、経営改善支援取組先のうち要計画策定先 9先、要

計画修正先 11先のお取引先に対して計画の策定に取り組みました。また新規計画

の策定支援では 7先、修正計画の策定支援では 4先、合計 11先の計画策定支援を

実施しました。このうち、中小企業活性化協議会との連携による計画策定支援は

4先となりました。 

また、高知県下の中小企業等の経営健全化に資する目的で、税理士や弁護士な

どで構成し 2018 年 3 月に設立された一般社団法人ビジネスサポートこうち（以

下、ＢＳＫ）には、当行もその設立趣旨に賛同し立ち上げから深く関与させてい

ただいております。同法人との連携活動としてセミナーや相談会等を開催してお

り、2022年度上期には相談会に 5先の事業者をご案内しました。今後もお取引先

の経営改善や事業再生支援に積極的に取り組んでまいります。 

 

②ビジネスマッチング機能の強化 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に取り組みながら、商工組合中央金庫お

よび幡多信用金庫との共催にて 2022 年 7 月にバイヤー2 社を招いた商談会「第 2

回高知まるごと商談会」を実施し、高知県内の食品関連を取扱う事業者を対象に

20件の商談が行われました。また、Ｗｅｂ商談を取り入れた第二地方銀行協会加

盟行と共催の｢『食の魅力』発見商談会｣および「データベース商談会｣に 2021 年

8 月から継続参加しており、お取引先様の販路開拓等のサポートに取り組んでお

ります。 

さらに 2022年 6月よりお取引先の課題解決に向け、自社外のソリューション等

を必要とする先に当行との提携先等を紹介する「有償サポート情報業務」の取扱

いを開始しております。また、「営業サポート情報」の有効活用により、2022年度

上期には 70件のビジネスマッチングを成約することができました。引き続き、ソ

リューション提案ツールの一つとして活用してまいります。 

このほか、お取引先企業のさまざまなニーズにお応えしていくために、外部機

関との提携によるコンサルティング機能強化を推進し、2022年 9月に業務提携先

は 80 社（うち、有償サポート情報業務提携先 25 社）となりました。今後も、お

取引先企業の成長に貢献していくため、さまざまなビジネスマッチング機能の強

化に取り組んでまいります。 

 

③情報提供機能の活用 

お取引先企業への財務に関する情報提供機能強化の一環として、財務診断シス

テムを活用した財務診断分析資料を提供しております。同資料は、お取引先と課

題を共有し経営改善に取り組んでいくための有効なツールとして積極的に活用す

るよう努めております。 

本部と営業店がお取引先の経営課題を認識したうえで、営業店がお取引先に同

資料を提供して財務内容について十分な説明を行い、その後のお取引先との交渉

経過等を「軒先顧客管理システム」に入力し、本部においても検証することでア
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ドバイスを行う態勢としております。 

経営改善支援において、同資料に基づいた財務面の分析を非財務情報と照らし

て課題を共有することがより効果的であると認識しており、財務診断分析資料を

提供する際には、地域連携ビジネスサポート部と営業店が事前に助言内容や指導

内容について協議を行い、必要に応じて同行訪問を実施することによって有効に

活用していくよう取り組んでおります。2022年度上期に財務診断分析資料を提供

したお取引先は 62先となりました。 

 

〔財務診断分析資料配布先数（表 14）〕                 （単位：先） 

 2019年度 2020年度 2021年度 
2022年度 

上期 

財務診断分析資料配布先数 86 63 213 62 

 

（3)早期の事業再生に資する方策 

①ランクアップへの取り組み 

当行は経営改善支援取組先を選定して、お取引先への経営改善支援活動を通じ

たランクアップ活動に取り組んでおります。本部と営業店が一体となり、お取引

先と十分にリレーションを深め問題意識を共有したうえで、必要に応じて中小企

業活性化協議会等の外部機関や外部専門家と連携を図りながら、経営改善計画の

策定への関与や、定期的なモニタリングを通じた経営指導、経営相談を実施して

おります。2022 年度上期は、経営改善支援取組先として 143 先を選定しました。 

具体的なランクアップ手法として、経営改善計画に基づいた貸出条件変更等の

リスケジュール対応のほか、ＤＤＳ、ＤＥＳ、債権放棄等、抜本的な金融支援につ

いても、事業継続に向けた経営者の意欲や雇用確保、地域経済への影響度合い、

当行の取引地位や財務の健全性確保等を勘案し、前向きに取り組んでおります。 

中小規模事業者等は、地域の雇用を支え多様な技術等の担い手として重要な存

在であり、本部と営業店が一体となって、対象企業の経営状況の把握に努めてお

ります。2022年度上期は、コンサルティング機能を十分に発揮した助言や指導に

取り組んだことから、6先の債務者区分がランクアップしました。 

 

〔ランクアップの実績（表 15）〕                  （単位：先、％） 

 2019年度 2020年度 2021年度 
2022年度 

上期 

ランクアップ先数 11 11 13 6 

経営改善支援取組先数 133 132 135 143 

ランクアップ率 8.2 8.3 9.6 4.1 
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〔経営改善計画策定先数（表 16）〕                   （単位：先） 

 2019年度 2020年度 2021年度 
2022年度 

上期 

経営改善支援取組先のうち 

経営改善計画策定支援先 
35 17 22 20 

経営改善計画策定完了先数 25 13 12 11 

経営改善計画策定未了先数 10 4 10 9 

 

②中小企業活性化協議会等との連携強化 

経営改善支援の取り組みについては、新型コロナウイルス感染症の拡大による

影響を受けたお取引先が増加しており、中小企業活性化協議会等の各種新型コロ

ナウイルス感染症対策メニュー等を活用し、資金繰り支援の実施や実現可能性の

高い抜本的な経営改善計画を策定し、その計画の実行を通じて早期の再生を図る

ことに重点を置き支援活動を行っております。 

経営改善計画の策定等にあたっては、中小企業活性化協議会等の外部専門機関

や外部専門家との連携を強化し、計画策定支援を行っているほか、高知県信用保

証協会とも連携し経営力強化保証制度を活用した計画策定支援にも積極的に取り

組んでおります。新型コロナウイルス感染症により影響を受けた事業者に対する

コロナ対策関連融資や各種給付金による手厚い支援があったことで、2021年度の

中小企業再生支援協議会（当時）への持ち込み実績は 4 件と例年に比べ減少して

いましたが、2022 年度の中小企業活性化協議会への持ち込み実績は上期のみで 4

件となっており増加傾向にあります。 

フォローアップ等においても、外部専門機関や外部専門家と連携を密にして、

本部と営業店が一体となって情報の共有化を図り、積極的に関与しております。

さらに、計画策定後も必要に応じてお取引先の業界に精通した外部専門家による

実行支援を行う等、計画達成に必要な支援活動にも取り組んでおります。  

 

〔中小企業活性化協議会持込件数(表 17)〕               （単位：先） 

 2019年度 2020年度 2021年度 
2022年度 

上期 

持込先数 12 13 4 4 

 

(4)事業の承継に対する支援に係る機能の強化のための方策 

中小企業経営者層の高齢化が全国的に進んでおり、2021年時点の帝国データバ

ンク調べによる高知県内の経営者の平均年齢は 61.8 歳で、四国 4 県では最も高

く、全国 4 位となりました。後継者不在率が全国的に高水準にあるなかで、高知

県内においても親族や事業所内で後継者を確保できていないケースや、承継の手

法に悩んでいるケースのほか、承継の具体的な検討まで至っていないケースなど、

さまざまな課題があるものと認識しております。 
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当行では、事業者が承継の機会を喪失することによる産業基盤の空洞化や、地

域経済の縮小を防ぐことなどを目的に、「高知県事業承継・引継ぎ支援センター」

等の公的支援機関のほか、株式会社ジャパンインベストメントアドバイザーや株

式会社ストライクなどの支援事業者と連携しております。また、高知県下の企業

の円滑な承継や経営健全化に資する目的で、税理士や弁護士などで構成する一般

社団法人ビジネスサポートこうち（ＢＳＫ）と業務提携し、個別相談会を本店で

毎月開催しております。 

引き続き、さまざまな外部機関との連携強化を図り、専門的で高度なスキルが

要求される事業承継をはじめとする経営課題の解決に向けたサポートをより一層

強化してまいります。 

 

(5)金融の円滑化を図るための取り組み 

①金融円滑化体制の整備状況 

2009 年 12 月の中小企業金融円滑化法の施行を受けて、2010 年 1 月に「金融円

滑化基本方針」を制定、公表するとともに、「金融円滑化管理規程」を制定し、金

融円滑化管理態勢を整備しております。 

また、2013 年 12 月に公表された「経営者保証に関するガイドライン」および

2019年 12月公表の「同特則」の趣旨を踏まえた態勢を整備して、金融の円滑化を

図っております。 

 

②金融円滑化措置の状況 

中小企業金融円滑化法は 2013年 3月 31日に終了しましたが、その趣旨に鑑み、

中小規模事業者等のお取引先や住宅資金借入をご利用中のお取引先等から、貸付

条件変更等の申込みを受け付けた際には、当該お取引先の実態を把握して真摯な

対応を行っております。 

 

(6)ＳＤＧｓを通じた地域貢献への取り組み 

①地方公共団体との連携による地域経済活性化支援 

当行は、2012年 1月に高知県と「業務連携・協力に関する包括協定」を締結し

てさまざまな連携を行っており、「高知県産業振興計画」における地域アクショ

ンプランにも積極的に関与しております。「高知県産業振興計画」で推し進めて

いる 2022年度の地域アクションプランは、県内 7地域において 219事業あり、地

域連携ビジネスサポート部の担当者と各エリア統括店の営業店長（地域連携ビジ

ネスサポート部兼務）が連携して、高知県が各地域に配置している地域産業振興

監等とのリレーションを強化し、各種事業に積極的に関与しております。 

高知県以外の地方公共団体との連携については、高知県内の 10市町（2022年 9

月現在、高知市、室戸市、須崎市、土佐清水市、四万十市、奈半利町、大豊町、梼

原町、四万十町、黒潮町）と「地域再生・活性化支援に関する連携・協力協定」を

締結しております。また、2021年 8月には、土佐町と「ＳＤＧｓ推進に関する包

括連携協定」を締結いたしました。協定を締結した 11市町とはそれぞれ協議会を
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開催するなど、各地域の地方創生やＳＤＧｓ推進に向けたさまざまな取り組みを

支援しております。 

なお、地方創生に向けた取り組みをより一層強化していくため、本部に「地方

創生サポートデスク」を設置し、地方公共団体の地方版総合戦略の推進について、

本部と営業店が連携・協力して当行が持つ情報やノウハウ等を提供するなど、地

域経済活性化のサポートに向けた取り組みを行っております。 

さらに、高知市をはじめとした 14 市町村（2022 年 9 月末現在、高知市、室戸

市、須崎市、土佐清水市、奈半利町、大豊町、土佐町、いの町、越知町、仁淀川町、

梼原町、日高村、四万十町、黒潮町）から地方版総合戦略推進委員を委嘱され、活

動しております。 

 

②高知工業高等専門学校との共催による「こども金融・科学教室」の開催 

地域のこどもたちへの金融知識の普及と併せ、科学に親しみながら学ぶことを

目的とした「こども金融・科学教室」を、高知工業高等専門学校と共同で 2008年

から毎年開催しておりますが、より多くの皆さまにご参加いただきたいと考え、

2010年以降は高知県内各地において年 2回開催してまいりました。 

新型コロナウイルス感染症の影響が残る 2022 年上期は開催ができませんでし

たが、2022年下期は感染症対策を講じながら、地域の未来を築くこどもたちの健

全な育成に貢献出来るよう継続的に開催を計画してまいります。 

 

③高知大学との連携による「こどもサッカー教室」の開催 

地域のこどもたちを対象に、競技の普及やジュニアの育成を通じて地域のスポ

ーツ振興に貢献していくことを目的とした「こどもサッカー教室」を高知大学と

共同で 2010 年から毎年開催し、多数のこどもたちにご参加いただいております。

2017年度に開催した中央教室では、一般社団法人高知県サッカー協会等との共催

による交流戦として「第 4回こうぎんカップＵ-10ジュニアサッカー大会」を開催

したほか、元日本代表サッカー選手と高知県シニア代表による親善試合も同時に

開催するなど、スポーツの振興に貢献しております。 

前年度は、新型コロナウイルス感染症の影響から定員を例年の 3 割程度に縮小

し、例年の 3会場を 1会場に削減しての開催となりましたが、今年度は 10月～11

月に 3 会場で開催することができました。今後も感染症対策を講じながら、多く

のこどもたちに参加いただけるよう開催を計画してまいります。 

 

Ⅵ．剰余金の処分の方針 

１．配当に対する方針 

2022年 3月期は、普通株式は 1株当たり中間配当 10円、期末配当 15円、優先株式

は発行要項の定めに従い 1株当たり中間配当 10円 4銭、期末配当 15円 7銭の配当を

行いました。 

2022年 9月期の利益剰余金は 262億円となりました。今後、計画達成に向けてさら

に積上げを図るべく取り組んでまいります。 
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〔当期純利益、利益剰余金の推移・計画（表 18）〕              （単位：億円） 

 2010/3

期実績 

2011/3

期実績 

2012/3

期実績 

2013/3

期実績 

2014/3

期実績 

2015/3

期実績 

2016/3

期実績 

2017/3

期実績 

当期純利益 13 21 30 19 30 38 29 21 

利益剰余金 53 73 97 112 137 171 196 212 

 利益準備金 1 2 3 4 5 6 7 8 

その他利益剰余金 51 71 94 108 132 164 189 204 

 2018/3

期実績 

2019/3

期実績 

2020/3

期実績 

2021/3

期実績 

2022/3

期実績 

2022/9

期実績 

2023/3

期計画 

2024/3

期計画 

当期純利益 16 9 12 7 15 7 12 13 

利益剰余金 224 230 239 244 256 262 258 267 

 利益準備金 8 9 10 11 12 12 13 14 

その他利益剰余金 215 220 228 232 244 249 244 253 

 

２．役員に対する報酬および賞与についての方針 

社内取締役の報酬は基本報酬と業績連動型株式報酬で構成しており、社外取締役お

よび監査役は独立性を明確にするため基本報酬のみとしております。 

2017年度に業績連動型株式報酬制度を導入して以降、ストックオプションによる新

規の新株予約権付与は行わないこととしております。同制度は、当行の業績および株

式価値と取締役の報酬との連動性をより明確にするもので、取締役が中長期的な業績

向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めていくことを目的としております。 

また、経営陣の指名・報酬に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化するた

め、2018 年 11 月に取締役会の任意の諮問機関として「指名報酬委員会」を設置しま

した。現在の委員構成は社内取締役 1名、社外取締役 3名、社外監査役 2名の 6名で、

委員長は社外取締役が務めております。 

当行はこれまでも、報酬総額の削減による利益の社外流出を抑制してまいりました

が、今後も取締役に対する報酬カットを継続していくとともに、執行役員を含めた役

員の賞与も不支給といたします。 

 

３．財源確保の方策 

本計画では国の資本参加を踏まえ、経営強化計画の着実な履行による内部留保の蓄

積を図ることとしております。 

2022年 3月期の利益剰余金は 256億円となっております。公的資金 150億円の 2024

年の期限までの返済を目指し、2024年 3月期にはその他利益剰余金を 253億円まで積

み上げる計画です。引き続き、公的資金の返済に向けた検討を進めてまいります。 

 

Ⅶ．財務内容の健全性および業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策の進捗状

況 

１．経営強化計画の運営管理 

経営強化計画に基づく各種施策については、四半期ごとに所管部および関係部署が
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推進状況を分析し、課題の抽出と対応策等を検討しております。これらのプロセスは

取締役会に報告しており、取締役会は各施策の検証ならびに実効性を高めるための指

示を行うなど、経営陣も積極的に関与してＰＤＣＡを実践し、経営強化計画の達成に

向けた運営を行っております。また、経営強化計画の履行状況や財務状況については、

半期ごとに社外の有識者等第三者で構成する「経営評価委員会」に報告し、意見交換

を実施しております。今後も、各委員からの客観的な評価および助言等を経営に反映

してまいります。 

 

２．内部監査態勢の強化 

(1)内部監査部門の態勢整備 

当行の内部監査は、営業店および本部ならびに関係会社のリスク管理の適切性、

業務運営の効率性と有効性、財務報告の信憑性、法令・社内規程等の遵守、資産の

保全等の達成状況を公正かつ客観的に検証し、経営の健全な発展に資することを目

的としております。 

監査の実施にあたっては、オフサイト・モニタリング、リスクアセスメントおよ

びリスクベース・アプローチの観点を踏まえるとともに、中期経営計画の基本戦略

に基づいた本部施策の遂行状況などへの意識を高めて取り組んでおります。外部環

境や業務・サービスの変化に伴い、リスクが大きくタイムリーに実施すべき項目に

ついては、機動的に対応できるよう「テーマを絞った監査」を実施する態勢を強化

しております。加えて、被監査部署が指摘事項に対する改善計画書に基づき取り組

んだ結果、どのように改善され実行されているか、その実態を検証する目的でフォ

ロー監査を実施するなど、フォローアップ態勢の強化にも努めております。 

また、取締役会が内部管理態勢を適切に把握し的確な指示が行えるよう、監査結

果を取締役会に定期的に報告しており、内部監査の実効性確保に努めております。 

 

(2)監査役との連携 

監査部は、監査講評および監査評定会等において、監査計画、監査結果および監

査で得た情報等について、監査役に定期的かつ随時に報告を行うとともに、意見交

換等を行っております。今後も、監査役との連携を一層強化して、内部統制プロセ

スの有効性の確保および内部監査の品質の維持・向上に努めてまいります。 

 

(3)監査法人との連携 

監査法人による財務諸表監査や財務報告に係る内部統制報告書の有効性検証の過

程において、監査法人との緊密な連携を図っております。今後も意見・情報交換等

により連携を深めながら、相互の効率性かつ適切性の確保に努めてまいります。 

 

３．各種のリスク管理の状況および今後の方針等 

当行では、リスク管理の基本方針として「リスク管理方針」を制定しており、信用

リスク、市場リスク、流動性リスク、オペレーショナル・リスクについて、それぞれ

の統括管理部署を定めて管理しております。また、リスク管理のＰＤＣＡサイクルを
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確保するための施策として、毎期初に「リスク管理プログラム」を策定しており、同

プログラムの進捗状況について定期的にリスク管理委員会で審議・検証することで、

リスク管理の実効性維持向上に努めております。 

 

(1)流動性リスク管理態勢 

流動性リスク管理につきましては、主管部署を市場金融部として「流動性リスク

管理規程」や「流動性危機対策実施規程」を定めて管理しており、さらに適切に管

理するための施策として、毎期初に「流動性リスク管理プログラム」を策定したう

えで、管理状況について定期的にリスク管理委員会および取締役会に報告しており

ます。 

なお、市場金融部においては「資金繰り管理部門（キャッシュフロー管理）」を市

場運用室が、「流動性リスク管理部門（ＡＬＭ管理）」を市場事務室がそれぞれ担う

ことにより相互牽制機能を確保する態勢としております。 

また、リスク統括部署である経営統括部は、ＬＣＲ（流動性カバレッジ比率）、⊿

ＥＶＥ等について取り纏めたうえでモニタリングを行いリスク管理委員会に報告し

ており、リスク統括部署やリスク管理委員会において、管理の適切性を検証する態

勢としております。 

さらに、リスク主管部では各種ストレス事象を想定したストレス・テストや、震

災等による急激な資金繰り悪化に備えた緊急時の資金調達態勢の確認を定期的に実

施し、当行固有のリスク特性を踏まえた流動性リスク管理の適切性確保に努めてお

ります。 

 

(2)オペレーショナル・リスク管理態勢 

オペレーショナル・リスク管理につきましては、リスク顕現化の未然防止と、発

生時の影響を極小化することを基本方針としております。オペレーショナル・リス

クについては、事務リスク、システムリスク、法務リスク、風評リスク等に分けて

管理し、それぞれのリスクを統括する事務システム部、コンプライアンス統括部、

経営統括部等がリスクの洗い出し、損失の程度の判断、モニタリング、管理を行う

とともに、業務運営部署を指導監督しております。 

金融機関のシステムは、社会インフラとしての公共性が高く、障害等による停止

や不正使用等があれば、当行のみならず社会にも大きな影響を与えることから、シ

ステムリスク管理規程をはじめ遵守すべき基準等に沿った業務運営を行うとともに

態勢整備に努め、システムの安全かつ安定稼働に万全を期しております。また、情

報資産の保護は当行の信頼性を確保するために不可欠であることから、基本方針の

もと適切な安全対策を実施しております。特にサイバーセキュリティーに関しては、

平時よりサイバーインシデント関連情報、脆弱性情報、攻撃予兆情報等を収集・分

析し、対処方針や手順の策定などの活動を行うＣＳＩＲＴを常設しているほか、関

連する訓練を実施しております。今後も継続して、サイバー攻撃等に対するセキュ

リティ体制の強化等に取り組んでまいります。 
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(3)業務継続体制の整備 

当行は、金融が地域の経済活動を支援し価値向上に資する重要なインフラである

との認識のもと、巨大地震や感染症の流行といった災害等の発生時においても、現

金供給や資金決済などの金融機能を維持するため、業務継続計画（ＢＣＰ）を策定

しております。ＢＣＰ体制の実効性向上に向けては、全銀協が主催する業界横断的

な訓練等へ参加しているほか、定例的に当行独自の全行訓練を実施しております。 

また、新型コロナウイルス感染症への対応については、ＢＣＰに基づき対策本部

を設置のうえ、地域の感染状況に応じた感染予防対策の見直しや重要業務のスプリ

ットチーム運営などを実施し、お客さまと職員の安全確保に努めております。 

 

以 上 


